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日本ゲームカード株式会社と株式会社ジョイコシステムズの 

共同持株会社設立（株式移転）に関する契約締結及び株式移転計画書の作成について 
 

 

日本ゲームカード株式会社（以下「当社」といいます）と株式会社ジョイコシステムズ（以下「ジョイ

コ」といい、当社と総称して「両社」といいます)は、株式移転の方法による経営統合を行うこと（以下

「本株式移転」といいます）についての基本合意書を締結の上、統合に向けての協議を進めてまいりました。 

本日開催の両社の取締役会において、平成23年１月21日開催予定の両社の株主総会の承認等を前提とし

て、本株式移転の方法により平成 23 年４月１日（予定）に両社の完全親会社となる共同持株会社「株式会

社ゲームカード・ジョイコホールディングス」（以下「共同持株会社」といいます）を設立すること、並び

に共同持株会社の概要及び本株式移転の条件等について決議し、両社間で共同株式移転契約を締結するとと

もに、株式移転計画書を共同で作成いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本株式移転は、両社株主総会及び関係当局の承認等を前提にしております。 

 

当社の筆頭株主である株式会社ＳＡＮＫＹＯからは、本株式移転につき賛同をいただいております。 

 

記 

 

１．本株式移転による経営統合の目的  

当社は、第三者発行型プリペイドカードシステム事業を通じて遊技業界の経理の透明化を実現するとの

社会的使命を担い、遊技業界の健全なる発展に寄与することを目的に平成元年８月に設立されました。

設立以来、遊技用プリペイドカード機器・サービスの販売を主たる事業とし、新規商品・新規システム

の研究開発と市場投入、営業網の整備等積極的な事業展開を続けております。 

当社は、平成 15 年 10 月に日本アドバンストカードシステム株式会社と、平成 19 年６月には日本レ

ジャーカードシステム株式会社と、それぞれ合併等の経営統合を行い、今日に至っております。また、

その間、平成 18 年４月にはＪＡＳＤＡＱ証券取引所（現 大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダー

ド））に上場を果たし、当社システムをご利用いただいております加盟店舗数においては業界ナンバーワ

ンの地位を維持しております。 

しかしながら、長期的視点でみますと、パチンコホール数の減少傾向が続くなか、競合他社との競争の

ために加盟店舗数の減少を余儀なくされ、今後も、非常に厳しい状況が続いていくものと思われます。 

本株式移転のもう一方の当事会社であるジョイコは、平成 13 年３月に設立されましたが、当社と異な

る自家発行型プリペイドカードシステムを採用し、システム維持費用が比較的安価である点が顧客から

評価され、加盟店舗数については、一定規模まで増加しました。しかしながら、業界に最後発で参入し
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たため既に業界全体の規模が縮小する時期に差し掛かっていたことや、新商品の市場投入が競合他社に

比べて後れをとっていたため、最近は、加盟店舗数を減らす状況が続いております。 

昨今のパチンコ業界においては、パチスロ遊技機に関する規則改正による射幸性の抑制等の影響もあり、

ユーザー離れの傾向が継続しております。パチンコホールにおいては、低玉貸し営業（通称：１円パチ

ンコ）を定着させ、ユーザーを回帰させる努力をしておりますが、単価下落に伴い収入が減少しかねな

いことから、設備投資を含むコスト削減を重視する傾向がより一層強まっていくものと思われます。 

こうしたなか、プリペイドカードシステム専業メーカーである両社が、その経営資源を集中させ、事業

環境の構造的変化に先手を打ち、お互いのシステムの特徴を補完する体制を構築することにより、両社

の企業価値を最大化することを目的に、経営統合を行うものであります。 

 

２．本株式移転の要旨 

（１）本株式移転の方式 

当社及びジョイコを完全子会社、共同持株会社を完全親会社とする共同株式移転となります。本株式

移転については、両社とも平成23年１月21日開催予定の臨時株主総会にてそれぞれ承認を受ける予定

です。 

 

（２）本株式移転の日程 

株 式 移 転 計 画 承 認 取 締 役 会 (両社) 平成22年12月10日（金）（本日） 

共 同 株 式 移 転 契 約 締 結 (両社) 平成22年12月10日（金）（本日） 

臨 時 株 主 総 会 基 準 日 (両社) 平成22年12月10日（金）（本日） 

株 式 移 転 承 認 臨 時 株 主 総 会 (両社) 平成23年 １月21日（金）（予定） 

当 社 上 場 廃 止 日  平成23年 ３月29日（火）（予定） 

共 同 持 株 会 社 設 立 登 記 日

（ 本 株 式 移 転 効 力 発 生 日 ）

 平成23年 ４月 １日（金）（予定） 

 

共 同 持 株 会 社 上 場 日  平成23年 ４月 １日（金）（予定） 

 

但し、手続上やむを得ない事由が発生した場合は、両社で協議の上、日程を変更する場合があります。 

 

（３）本株式移転に係る割当ての内容 

会社名 当社 ジョイコ 

株 式 移 転 に 係 る

割 当 て の 内 容

（ 株 式 移 転 比 率 ）

1 0.5 

（注 1）当社の普通株式1株に対して共同持株会社の普通株式100 株を、ジョイコの普通株式1株に

対して共同持株会社の普通株式50株をそれぞれ割当て交付いたします。 

両社の株式に対して、共同持株会社の普通株式をそれぞれ上記株式数（株式移転比率の 100

倍に相当する株式数）割当てることとした理由は、株主管理コスト削減等の観点から全国証券

取引所が平成 19 年 11 月 27 日付で公表した「売買単位の集約に向けた行動計画」に則して、

本株式移転により設立される共同持株会社において1単元の株式数を100株とする単元株制度

を採用するためであります。なお、上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変

更が生じた場合は、両社で協議の上、変更することがあります。 

（注2）共同持株会社が本株式移転により交付する新株式数(予定) 

普通株式 14,263,000株 

当社の発行済株式総数 114,130 株(平成 22 年９月末時点)、ジョイコの発行済株式総数

57,000 株(平成 22 年９月末時点)に基づいて記載しておりますが、実際に共同持株会社が本株

式移転により交付する株式数は変動することがあります。 

なお、当社及びジョイコの両社は自己株式を保有しておりませんが、ジョイコは当社株式１

株を保有しており、本株式移転に係る株式の割当ての内容に応じて共同持株会社の普通株式が
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割当て交付されることになります。これに伴い、ジョイコは一時的に親会社株式を保有するこ

ととなりますが、その処分方法及び時期につきましては、現在検討中であります。 

(注 3) 当社におきましては、単元株制度を採用しておりませんが、上述のとおり、本株式移転によ

り設立される共同持株会社におきましては、単元株制度を採用し、１単元の株式数は 100 株

となる予定です。 

 

（４）株式移転に係る割当ての内容の算定根拠等 

① 算定の基礎 

当社は、本株式移転に用いられる株式移転比率の算定にあたって公正性を期すため、株式会社プルー

タス・コンサルティング（以下「プルータス」といいます）に対し、今回の経営統合のための株式移転

比率の算定を依頼し、株式移転比率算定書を受領いたしました。 

 

プルータスは、本株式移転の諸条件、統合する両社の企業規模等を分析するとともに、ジョイコが非

上場会社であることを考慮し、当社及びジョイコの株式価値をディスカウンテッド・キャッシュ・フ

ロー法（以下「DCF法」といいます）及び類似会社比較法を用いて算定を行いました。 

各評価手法による算定結果は以下のとおりです。なお、株式移転比率の算定レンジは、当社の普通株

式1株に対する、ジョイコの普通株式の算定レンジを記載したものです。 

 株式移転比率の算定方法 株式移転比率 

① DCF法 0.391～0.560 

② 類似会社比較法 0.368～0.656 

 

プルータスは、株式移転比率の算定に際して、両社から提供を受けた情報及び一般に公開された情報

等を原則としてそのまま採用し、それらの資料及び情報等が、全て正確かつ完全なものであることを前

提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、両社の資産または

負債（偶発債務を含みます）について、個別の各資産及び各負債の分析を含め、独自に評価、鑑定また

は査定を行っておらず、第三者機関への鑑定または査定の依頼も行っておりません。両社の財務予測に

ついては両社の経営陣により現時点で得られる最善の予測と判断に基づき合理的に作成されたことを前

提としております。 

 

② 算定の経緯 

上記記載のとおり、当社は、プルータスに本株式移転に用いられる株式移転比率の算定を依頼し、そ

の算定結果を参考に、当社及びジョイコ両社の財務の状況、資産の状況、将来の見通し等の要因を総合

的に勘案し、両社で株式移転比率について慎重に協議を重ねた結果、平成 22 年 12 月 10 日付にて、最

終的に上記株式移転比率が妥当であるとの判断に至り合意いたしました。 

 

③ 算定機関との関係 

第三者算定機関であるプルータスは、当社及びジョイコの関連当事者には該当せず、本株式移転に関

して記載すべき重要な利害関係を有しません。 

 

④ 公正性を担保するための措置 

本株式移転の公正性を担保するために、両社から独立した第三者算定機関として、当社はプルータス

を選任し、本株式移転に用いる株式移転比率の合意の基礎とすべく株式移転比率算定書を受領しており

ます。なお、当社は、プルータスより、株式移転比率がそれぞれ株主にとって財務的見地より妥当であ

る旨の意見書（いわゆるフェアネス・オピニオン）は取得しておりません。 

 

⑤ 利益相反を回避するための措置 

当社及びジョイコの両社においては、親子会社の関係にはなく、また役員の兼任もないことから、特

段の措置を講じておりません。 
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（５）完全子会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

株式移転完全子会社となる当社及びジョイコは、いずれも新株予約権及び新株予約権付社債を発行して 

いないため、該当事項はありません。 

 

（６）剰余金の配当について 

当社の平成 23 年 3 月期の期末配当に関しては、現時点では、平成 22 年 11 月４日公表の平成 23 年 3 

月期第 2 四半期決算短信における予想のとおり、1 株当たり 2,500 円を実施する予定であることに変更

ありません。 

また、ジョイコの平成23年3月期の期末配当に関しては、1 株当たり800円を実施する予定です。 

  

（７）本持株会社の上場申請に関する事項 

当社は、共同持株会社の完全子会社となるため、平成 23 年３月 29 日をもって上場廃止となる予定であ

り、完全親会社となる共同持株会社が大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場申請を行う予

定です。上場日は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）の規則等に基づいて決定されますが、

共同持株会社の設立登記日である平成23年４月１日を予定しております。 

 

３．本株式移転の当事会社の概要 

（１） 商号 日本ゲームカード株式会社 株式会社ジョイコシステムズ 

 

 

（２） 

 

 

事業内容 

プリペイドカードの発行及び販売、プ

リペイドカードのエンコード及び精

算、情報処理・精算処理に関する機器

の開発･販売及びリース事業、プリペ

イドカードの調査及び開発、カードシ

ステムに関する企画･調査及び研究、 

プリペイドカードを利用した広告宣伝

業務、古物売買業、前記に関するコン

サルティング業務、前記に付帯・関連

する一切の業務 

 

 

遊技機用プリペイドシステム機器の

企画・開発・販売・貸与及び保守、

顧客管理システム機器に関する企

画・開発・販売・貸与及び保守、イ

ンターネット等を利用した情報通信

システムの企画・設計・開発･管理

運営、コンピュータの企画・開発・

販売・貸与及び保守、コンピュータ

ソフトウェアの企画・開発･製作及

び販売、古物売買、総合リース事

業、人材派遣業務、遊技場全体に係

る物品販売及びサービス業、前記に

付帯・関連する一切の事業 

（３） 設立年月日 平成元年８月25日 平成13年３月13日 

（４） 本店所在地 
東京都渋谷区渋谷三丁目28番13号 

渋谷新南口ビル 

東京都台東区東上野二丁目13番12

号 Ｍ＆Ｍビル 

（５） 
代表者の 

役職・氏名 
代表取締役社長 山田 明 代表取締役社長 野澤 一夫 

（６） 資本金 5,500百万円（平成22年３月末） 2,850百万円（平成22年３月末） 

（７） 発行済株式数 114,130株（平成22年９月末） 57,000株（平成22年９月末） 

（８） 純資産 
32,399百万円（単体） 

（平成22年３月末） 

4,913百万円（単体） 

（平成22年３月末） 

（９） 総資産 
52,431百万円（単体） 

（平成22年３月末） 

6,312百万円（単体） 

（平成22年３月末） 

（10） 決算期 ３月31日 ３月31日 

（11） 従業員数 241名（単体）（平成22年３月末） 41名（単体）（平成22年３月末） 

 

（12） 

 

主要取引先 

(株)エース電研 

三井住友ファイナンス＆リース(株) 

(株)マルハン その他 

(株)三洋販売 

(株)ニューギン・アドバンス 

(株)京楽 その他 
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（13） 

 

大株主及び 

持株比率 

(株)SANKYO  39.41％ 

(株)データ・アート  22.44％ 

日本電動式遊技機工業協同組合  

2.59％ 

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL(常任代

理人ゴールドマン・サックス証券

(株))  1.20% 

(株)たいよう共済 1.10％ 

BNYM SA/NV FOR CLIENTS ACCOUNT 

FANFARE JAPAN(常任代理人(株)三菱東

京ＵＦＪ銀行) 0.95% 

京楽産業.(株) 0.78% 

グローリーナスカ(株) 0.78% 

(株)ニューギン 0.78% 

全日本遊技事業協同組合連合会  

0.70％ 

（平成22年９月末） 

サミー(株)  12.28％ 

(株)平和  12.28％ 

(株)大一商会  12.28％ 

京楽産業.(株) 12.28％ 

(株)三洋物産 12.28% 

(株)ソフィア 12.28% 

オムロンアミューズメント(株) 

7.02% 

(株)オーイズミ 7.02% 

(株)藤商事 6.14% 

(株)ニューギン 6.14% 

（平成22年９月末） 

（14） 主要取引銀行 
(株)三井住友銀行 

(株)りそな銀行 

(株)みずほ銀行 

(株)三井住友銀行 

資 本 関 係
ジョイコは当社の株式を1株保有しております。 

(平成22年９月末) 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

（15） 
当事会社間 

の関係等 

関連当事者へ

の 該 当 状 況
該当事項はありません。 

 

（16）   最近３年間の業績                           （単位：百万円） 

 日本ゲームカード株式会社（単体） 株式会社ジョイコシステムズ（単体）

決算期 

平成20年 

３月期 

（連結） 

平成21年 

３月期 

平成22年 

３月期 

平成20年

３月期 

平成21年 

３月期 

平成22年 

３月期 

総資産 48,338 51,922 52,431 5,583 6,318 6,312

純資産 31,175 32,030 32,399 3,760 4,679 4,913

売上高 36,351 30,965 32,834 5,804 5,244 3,848

営業利益 4,864 2,674 1,566 1,417 1,086 519

経常利益 4,844 2,710 1,508 1,440 1,105 543

当期純利益 2,469 2,253 918 777 583 330

１株当たり 

当期純利益（円） 
22,445.47 19,744.38 8,044.87 14,879.90 11,061.91 5,804.63

1株当たり 

配当金（円） 
－ 5,000 5,000 1,700 1,700 800

1株当たり 

純資産（円） 
281,483.49 280,648.76 283,878.12 75,200.72 82,089.19 86,193.87
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４．本株式移転により新たに設立する会社の状況 

（１） 商 号 株式会社ゲームカード・ジョイコホールディングス 

 

（２） 

 

事 業 内 容 

プリペイドカードの発行及び販売、遊技機用プリペイドシステム機器の

企画・開発・販売・貸与及び保守等を行う子会社等の経営管理及びそれ

に付帯・関連する事業 

（３） 本 店 所 在 地 東京都千代田区一番町16番地 

（４） 
代表者及び役員の 

就 任 予 定 

取締役会長 

 

 

 

代表取締役社長

取締役 

 

取締役 

 

取締役 

 

取締役 

 

 

 

取締役 

 

 

取締役 

 

取締役 

常勤監査役 

監査役(社外) 

 

 

監査役(社外) 

 

石橋 保彦 

 

 

 

山田 明 

野澤 一夫 

 

毒島 秀行 

 

市原 高明 

 

金沢 全求 

 

 

 

関口 正夫 

 

 

金子 賢司 

 

堀 幹千代 

加藤 大三郎

筒井 公久 

 

 

相浦 義則 

 

現: 株式会社ジョイコシステムズ 

    取締役会長 

株式会社平和 

代表取締役社長 

現: 当社代表取締役社長 

現: 株式会社ジョイコシステムズ 

代表取締役社長 

現: 株式会社ＳＡＮＫＹＯ 

    代表取締役会長 

現: 株式会社大一商会 

代表取締役 

現: 株式会社ジョイコシステムズ 

    取締役 

株式会社三洋物産 

代表取締役専務 

現: 当社監査役(社外) 

    株式会社データ・アート 

    代表取締役専務 

現: 株式会社ジョイコシステムズ 

    常務取締役 

現: 当社取締役常務執行役員 

現: 当社常勤監査役 

現: 当社監査役(社外) 

    株式会社ＳＡＮＫＹＯ 

    取締役副社長執行役員 

現：株式会社ジョイコシステムズ 

    監査役 

    青空税理士法人代表社員 

（５） 資 本 金 5,500百万円 

（６） 純 資 産 未定であります。 
（７） 総 資 産 未定であります。 
（８） 決 算 期 ３月31日 

（９） 会 計 処 理 の 概 要 

本株式移転による共同持株会社の設立は、「企業結合に関する会計基準」

（企業会計基準第21 号（平成20 年12 月26 日 企業会計基準委員

会））における「取得」に該当するため、本株式移転の株式移転完全子

会社のうち当社を取得企業とするパーチェス法を適用することが見込ま

れています。なお、パーチェス法の適用に伴い「のれん」の発生が想定

されますが、本株式移転の効力発生日までその金額が確定しないため、

金額及び償却年数については、確定次第お知らせいたします。 
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（10） 今 後 の 見 通 し 
今後両社にて、共同持株会社の業績予想を検討してまいります。設立初

年度の業績予想につきましては、決定次第お知らせする予定です。 

 

 

以 上 
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